











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































被災経 危険と考 移転しよう 移転して非 移転して悪
験あり 一えていた と思った 常によい くなった
（谷底低地） ％ ％ ％ ％ ％
河辺町 11 82 100 45 55 0
えびの市 7 100 86 71 29 0
黒石市 3 71 68 50 58 12
（地すべり地）
平田町 10 20 50 100 40 0
神山町 15 21 60 53 13 7
熱塩加納村 13 31 92 100 69 0
穴吹町 35 37 43 77 31 0
（予防移転）
愛東町 50 21 58 36 68 0
益田市 11 64 73 9 0 O
（被災移転）
相生市 21 67 48 33 10 20
小原村 20 25 40 25 74 5
藤岡村 24 8 22 38 26 43
岩木町 7 0 14 14 0 57


























































































































3”。 19’1。 1101． 19・’。 14’。
’ ＝









㌧ 一 、　、、 ＝



















，　■　　　〕　■　　　　、　　　　甘　　　　’　　　’　L ’　　　u　　u，　　　■　　　｝　　　一　　」　』 1　　一　　ロ　　ー ’山、　、　■甘　　一　一L ’』、　、　　＾　　一　’」









53 30 8 7 2
、 、
、 、 、






28 48 14 8
転してよくなかったと答えている人が多い．r危険であるから移転しようと思っていた」で
はr少し悪くなった」が1，「非常に悪くなった」は0である．r安全であると判断してい
た」の34％は移転して悪くなったとしている．なお，r非常に悪くなった」の86％は過去に
おける被災経験がない．
5．災害予防的集団移転推進の方策
　集団移転を行った集落の中には，軽微な被害をうけたのを契機としていわば災害予防的に
移転を行った例がみられる．また，移転住民の意識調査およびこれと同時に実施した市町村
に対するアンケート調査の結果には，移転意志の形成にかかわる要因や移転事業の実施を促
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進ないし阻害する各種要因が示されている、これらの結果に基づいて，防災集団移転を主と
　して災害予防的に推進するための前提となる方策をつぎにまとめて示す．
11）災害危険度の判定調査および移転対象地の摘出作業の継続的実施
　　災害危険度の判定調査を行い，各種防災対策の有効性，経済性を検討し，移転が最も効率
的であるとされる地区を摘出する作業を長期的に実施することは，基礎的な重要性をもつ．
危険度の判定結果は，住民の危険意識醸成および移転区域設定のためにも利用できる．作業
は統一された基準で全国的な規模で実施されることが望ましいが，さしあたり対象地域を移
転が行われやすい土砂災害危険地および災害予防的移転実施集落に類似した性格を備えてい
る地域に限定することも考えられる．
（2〕住民の危険意識醸成および移転意志形成への働きカ）け
　災害危険の存在を認識することが防災移転の出発点となる．危険の認識は危険度判定の結
果によっても形成されるが，しかしそれだけでは十分な力とはなり難く，現実には過去の災
害経験によって高められていることが多い．住民アンケートの結果でも，災害の経験者は危
険意識が高くその多くが被災してすぐに移転を考えているということが示されている。災害
を経験していない地区の住民に対しては，説得力のある科学的な調査結果および類似した土
地条件のところで起こった災害の具体例を示すことによって危険意識を醸成するという方法
がある．
　しかし，アンケート結果にも示されているように，危険意識だけで移転にまで踏みきらせ
ることは困難であって，資金の補助，移転後の生活環境の同上など現実的な利益も組合せて
移転の意志形成を行わせるのが効果的である．集団移転を実施した市町村に対して移転事業
を遂行させた最大の要因を問うた結果では（ユ5市町村から回答，複数回答），住民の危険意
識の高さ8（愛東，佐井，神山，穴吹，益田，えびの，小原，黒石），住民内のリーダーの
存在5（河辺，愛東，平田，熱塩加納，相生），行政側の熱意4（河辺，相生，岩木，仙台），
移転先団地での生活再建の期待3（神山，藤岡，岩木）であった．この結果にも，移転の合
意を形成し移転を遂行させるためには，危険意識の高さに加え里内部および外部における推
進力の存在や生活向上期待が大きな力として働くことが示されている．移転の合意の成立は，
集団の規模が大きくなるほど難しくなる．集団移転実施地区の戸数は，少数の特別な地区を
除き，7～29の範囲にあり，その平均は20戸である．このことから，30戸ぐらいまでの地区
を単位として移転を働きかけるのが効果的であると判断される。
（3〕移転者への資金助成および移転後の生活確保のための諸施策
　本来居住地の選定は個人の自由意志に基づくものであり，また災害の危険は自然条件とし
て居住以前から存在していたはずである．したがって，その危険を受忍するか否かの判断は
個人の責任によって行われるべきものであり，その危険を回避したいと望むならばそれに要
する費用は個人が負担すべきものである．とはいえ移転費用の問題は移転を因難にしている
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大きな要因であるから，公正さを欠かない範囲内での可能な助成手段を検討する必要がある．
社会情勢にあわせた資金補助の増額，税制面での優遇措置，団地外移転者に対する住宅建設
資金の利子補給などがまず考えられる．移転跡地の買取りや離農手当の支給は，現在のとこ
ろ資金援助の手段として十分に活用されていない．移転後の生活確保は，辺地から長距離の
移転を行う場合にとくに問題となる．このためには就職のあっせん，生活相談，共同作業所
などの施設の整備等を進める必要がある．移転者の移転前後の職業の変化を調べた結果によ
ると，農業が半分近くにまで減少しており，移転による離農者が多いことがわかる．
　移転費用は本来移転者が負担すべきものであるとはいえ，他方で集団での移転に要する経
費の総額をはるかに上回る巨額な資金が，同じ被災地周辺に防災構造物の建設のために投入
されているのはめずらしくはないという現状をみると，資金の有効支出を検討する必要がある
と考えざるをえない．
（4）他の防災事業との調整
　防災のための各種手段を効果的に組合わせ，かつむだな支出を避けるために，他の防災事
業とくに各種防災工事との調整が行われる必要がある．移転地域をできるかぎり広く設定し
て危険域に住宅が残存しないようにすれば，防災工事との重複は避けうる．しかし残存住宅
の有無にかかわらず防災工事が行われているのが現状である．集団移転を検討したが結局実
施しなかった市町村に対するアンケート結果（15市町村から回答）では，集団移転を実施し
なかった住民サイドでの理由として，防災工事を望んだことを10市町村があげている．
　防災集団移転とがけ地近接危険住宅移転の両制度は，それぞれ長所，短所を備えているの
でこれらをうまく組合わせ，住民の意向に沿いできるかぎり多くの危険地住宅を移転させる
制度運用をはかる必要がある．両制度を一元化して条件を段階的に設定し，地域の実情に合
わせた選択が可能な制度とするのがなお望ましい．
（5）集団移転事業成立要件の緩和
　移転促進区域内住宅の全戸移転および戸数基準（1O戸以上が移転し1O戸以上もしくは過半
数が団地形成）は，行政サイドからみた事業成立の最大の障害となっている．集団移転実施
市町村に対するアンケートでは（ユ5市町村から回答），事業実施上の最大の阻害要因として，
全戸移転の原則を11市町村が，戸数基準を4市町村があげている．危険区域内の住宅はすべ
て移転させるのが望ましいが，しかし全体の合意を得るのはなかなか難しいし，また住み続
けるということの責任は最終的には個人に帰すべきものであるから，総てか無かではなく危
険地住宅をすこしでも多く除去するということを最優先として，全戸移転の原則をはずすこ
とが望ましい．戸数基準についての市町村からの要望では，10戸を5戸程度に引下げてほし
いというのが最も多かった．移転団地の形成は過疎地域整備の考え方を受けついだものであ
るが，これは防災目的からさしあたりはずれるものであるから，事業成立要件からはずすこ
とも考えられる．
一35一
国立防災科学技術センター研究報告　第29号　1982年10月
（6）移転先用地の確保
　移転先住宅団地の用地取得難も事業実施上の大きな隆路となっている．実施市町村があげ
ている事業実施上の阻外要因については，用地取得難を8市町村があげており，全戸移転の
原則についで多い．検討したが実施しなかった市町村があげている事業を実施しなかった行
政サイドでの理由としては，移転適地の確保が困難であったことを6市町村があげておりこ
れが最も多い、土地に関係する問題の解決は非常に難しいが，さしあたり可能な手段たとえ
ば公共用地の払下げ，土地譲渡についての税法上の優遇措置，用地の取得・造成にかかる手
続きの簡略化などを考える必要があろう．海岸部にある市町村のように用地取得に非常に苦
労しているところもあるが，一方，移転先にあてがない住民にとっては移転用地が準備され
ていることは非常な助けとなるので，地域の実情等に合わせた選択が可能なように，団地形
成を任意要件とするあるいは小規模団地の形成を可能とするなどの方法を検討する余地があ
ろう．土地問題は防災全般にわたり最大の障害となっている．
6．移転と防災工事との整合性
　住宅移転，防災工事などソフト，ハードを含めた各種の防災手段は，危険の種類・程度，
土地条件，社会要因等に基づいて，その有効性，経済性，実行可能性，緊急性，マイナス効
果などが検討されたのち，ある一手段あるいは複数手段の組合せで選択され，地域の総合的
な防災計画および環境整備計画の中に整合的に位置づけられて実施されることが望ましい．
しかし現実には，有効性，経済性などの判断が一義的には決まらないこともあって，各手段
が整合されないかたちでそれぞれの担当部署で並行して実施されていることが多い．とくに，
施設，構造物を構築する現行の防災工事は，多額の費用を要するが危険の防止・軽減はかな
らずしも期待はできないという意味において，経済性，有効性が十分検討された結果選択さ
れることがとくに要求されるにもかかわらず，各種の社会的，政治的背景の中で，他手段と
の調整が行われることなしに最優先的に実施されているのが一般的である．
　集団移転を実施した地区内およびその周辺において災害復旧工事等の防災工事を行わなか
ったのは小離島の1例のみで，その他の地区では集落全戸移転地区も含めて何らかの工事が
行われている．住民が全くいなくなっても道路や河川構造物などは残るのでこれらを対象と
した工事は行われるし，また，放置しておけばやがて下流にまで影響が及ぶといったような
理由で人の住まない山奥にも治山，砂防工事は行われるので，移転か工事かの二者択一は現
状では難しい．しかし，移転によって保全の対象となる人命，家屋がなくなったりあるいは
非常に少なくなったりすれば，その効果が及ぶ範囲が限定されるような地先保護的な防災工
事（治山，．砂防，河／11工事の一部，急傾斜地崩壊防止工事等）はすくなくとも，中止ないし
規模を縮少することが可能なはずである。
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　集団移転が最も有効な防災手段として採択される見通しがたったならば，移転区域および
その後背域において行われる各種防災工事の再検討を行って，重複した過大な支出が行われ
ないように調整をはかる必要がある．山地内に完全に孤立していた愛東町百済寺甲は集落全
戸移転を2か年かけて行ったが，この移転事業と全く並行して集落背後の山腹からの土砂流
出防止用堰堤および急傾斜地崩壊防止擁壁の建造が166百万円をかけて行われ，現在は廃村
を守っている．岩木町百沢では，土石流が発生した蔵助沢に災害後23億円をかけて床固，流
路工の建造が行われた．この地区の場合全壊世帯17戸中の16戸だけが移転しそれ以外は現地
残留したが，いま半壊世帯9戸および床上浸水世帯5戸も高危険域にあるとするとこれらの
合計は31戸となる．この31戸が移転した場合の個人負担も含めた総費用は，工事費23億円の
1／4以下であろう（アンケート調査によると岩木町の移転者が必要とした移転総費用は1
戸当り1千万円に満たない）．しかも，山麓部に建造した床固と流路工だけによって火山の
若い侵食谷に発生する土石流を長期問にわたって制御するのは不可能であることはほぼ明白
である．
　安全率を大きめにとって設定した危険区域と移転促進区域とを一致させて危険域にある住
宅を完全に移転させることが，防災工事との調整を容易ならしめる基礎となる．危険域に残
留住民が居る場合には，危険意識を醸成し，警報，避難システムや耐災害住居構造によって
備えておく必要がある、防災工事を行った場合，それのもつ機能とその限界を住民に知らせ
て，不当な安心感を抱かせ被害ポテンシャルを高めさせないように配慮しなければならない．
　本稿は，国土庁が昭和55年度の災害対策総合推進調整費調査として実施した災害多発地域
における防災移転推進調査に参加して収集した資料を使用してまとめたものである．調査を
担当された国土庁過疎対策室の方々に謝意を表します．
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